
日常生活圏域ニーズ調査の対象 となった高齢者の状況について様々に分析 し、支援の必

要性等を検討 しやすくするための「生活支援ソフ ト」 (仮称)を、第 5期計画におけるサー

ビス量の見込み等を円滑に行 うことを支援する観点から、本年 3月 中を目途に保険者に無

償提供する予定である (別添参考資料 3)。

日常生活圏域ニーズ調査を回答 された個人ごとにア ドバイスを掲載 した個人結果表を

作成 して返送することで、個人が自身の生活習慣を振 り返 り健康への意識を高めるきつ

かけとなることがモデル事業の結果から報告 されている。

このため、日常生活圏域ニーズ調査の結果を高齢者に情報提供するための 「個人結果

表出カシステム」 (仮称)を、保険者における個別ケアの推進を支援する観′点から、本年 5

月以降を目途に保険者に無償提供する方向で現在調整中である。

保険者における第 5期計画の策定事務を円滑に行 うことを支援する観点から、本年 4月

を目途に保険者へ情報提供する予定である。

(参考)介護保険事業計画の策定テキス トの 目次の構成 (イ メージ)

◆ 第 5期事業計画の策定にあたつて、次に掲げる目次項目に対し、その作成手法や明記する事項に

関するポイント等を解説するイメージ。

《総■論》

I 計画策定にあたつて

第 1節 計画策定の背景

第 2節 計画の課題

第 3節 計画の理念 。目的・基本方針

第 4節 法令等の根拠

第 5節 計画策定に向けた取組及び体制

第 6節 計画の期間

第 7節 他制度による計画等の整合調和 (地域包括ケア計画のイメージ)

第 8節 計画推進に向けて
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《各|■論》

Ⅱ 高齢者・要介護認定者 (要支援)の現状

第 1節 高齢者の現状

第 2節 要介護 (要支援)認定者の現状

第 3節  日常生活圏域ニーズ調査 (詳細な高齢者生活実態調査)

Ⅲ 介護保険事業の現状

第 1節 給付実績 (分析含む)の現状

第 2節 サービス資源 (基盤)の現状 (計画基盤整備実績含む)

Ⅳ 介護保険事業計画の概要

第 1節 人口及び被保険者数の推計

第 2節 要介護 (要支援)認定者数の推計

第 3節 サービス利用者数及び利用量の見込みの推計

V 介護給付費等対象サービスの計画

第 1節 居宅サービス (介護給付 )

第 2節 地域密着型サービス

第 3節 介護予防サービス

第 4節 施設サービス

第 5節 各サービス別給付費の推移

Ⅵ 地域支援事業

第 1節 地域支援事業の現状 (地域包括支援センター及び各事業別記載 )

第 2節 地域支援事業の展開 (推計 :各事業別 「地域生活支援サービス」)

Ⅶ 重点的に取 り組む事が望ましい事項 (別冊の事例集 )

第 1節 高齢者に相応 しい住まいの計画的な整備

第 2節 在宅医療の推進

第 3節 認知症支援策の充実

第 4節 生活支援サービス

※ これ らの重点事項にどのように取 り組むことが考えられるかについて、
一部自治体の先進事例等に基づき、今後、例示的に解説する予定。

Ⅷ 第 1号被保険者保険料の見込み

Ⅸ サービス基盤整備 (広域分・地域密着分)

X 互助・インフォーマルな支援計画
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介護総量規制の緩和については、 「新成長戦略実現に向けた 3段構えの経済対策」 (平

成 22年 9月 10日 閣議決定)における内閣府の参考資料の中において、今後行政刷新会

議規制 。制度改革に関する分科会において引き続き検討する事項 とされたところ。

その後、平成 23年 1月 26日 には行政刷新会議の規制 。制度改革に関する分科会にお

いて検討項 目とされたため、現在協議を行っているところである。

本事案については、地方自治体にとつて計画的なサービスの整備 と介護保険財政に深 く

関わる案件であるため、あらためて情報提供するとともに、貴管内の市区町村に対 しても、

その周知方宜 しくお願いする。

今後、内閣府 との折衝等、状況の変化があれば実情に応 じ適宜情報提供を行 う予定。

0 なお、1現行の準‐譲1署年1系サTビス9定‐旱1講

～

||=牢拒
:

|‐
9高齢者の二

T不1畔う下1鷲 El・
否‐11ビう

の
岬

‐要な制度であり:今後も現行制度の規制|の 内容ゃ1対象をそι

○ 総量規制とは、介護保険法第117条及び第118条に基づき介護保険事業計画に定めた定員数に既に達している

か、又は当該申請に係る指定によってこれを超える場合 |ヾその他計画の達成に支障が生じるおそれがあると認める場

合には、都道府県知事 。市町本立長は事業者の指定等を拒否できることとされている。  |          |

<対象サービス(地域密着型サービスを含む。)>|             ‐      ‐           ‐

・介護考人福祉施設    |    |■    ‐■ ―  _  |  ・   || |‐      |   ■
・介護老人保健施設     ‐         ‐      ‐     ‐            ‐
1介護療養型医療施設 ■  |      ■‐

・介護専用型特定施設
. ・認知症高齢者グループホーム・     ‐|‐    _                  ‐‐

※混合型特定施設(任意)
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2.介 護給付の適正化について

(1)介護給付の適正化の意義等について

ア  「介護給付適正化」の意義
○ 介護給付の適正化を図ることにより、利用者に対する適切な介護サ

ービスを確保するとともに、不適切な給付が削減されることは、介護

保険制度の信頼感を高めるとともに、介護給付費や介護保険料の増大

を抑制することを通 じて、持続可能な介護保険制度の構築に資するも
のである。

イ 介護給付の適正化の推進について

○ 各都道府県においては、平成 19年度に策定した 「介護給付適正化

計画」に基づき、給付の適正化・適切化に取 り組んでいるところでお

り、国としても、国保連合会介護給付適正化システムの改修やケアプ

ラン点検支援マニュアルの作成等の支援を行い、事業の実施率は全項

目向上しているところであるが、

① 予算や人員体制の確保が難 しいこと等により事業の実施に至って
いない保険者もあり、国が示 した実施 目標に達していない。

② 認定調査状況チェックのように実施率が 90%を 超える事業もあ

れば、専門的知識が必要となるケアプラン点検のように実施率が 5

0%台のものもあり、事業によって取組状況に差がみられる。

③ マニュアルが難 しい等の理由により、国保連合会介護給付適正化
システムを活用できていない保険者が少なからず存在する。

等の状況となっている。
【参考】 ○国が示 した実施 目標 → ()内 は、事業実施実績

平 成

20年 度

平 成

21年度

平 成

22年度

適正化事業 100%
(99.1%)

100%
(99.4%)

1009る

要介護認定の適正化

※認定調査状況チ ェック

859る

(90.4%)

95%
(93.6°/0)

1009る

ケアマネジメント等の適切化

※ケアプランの点検 859る

(45。 1%)
959る

(56。4%)
100%

※住宅改修等の点検 859る

(79.0%)

95%
(83.5%)

1009る

サービス提供体制及び介護報酬請求の適正化

※ 「医療情報 との突合」 。「縦覧点検 J 859る

(68。9%)
959る

(73.5%)

100%

※介護給付費通知 859る

(57.6%)

959る

(63.3%)

1009る

(注)※ の 5事業を主要適正化事業 とい う。
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(2)行政事業レビューにおける指摘について

○ 平成 22年 6月 に実施 した行政事業 レビューにおいては 「事業は継続

するが更なる見直 しが必要」との評価を受けてお り、外部有識者からは、

① 事業の内容を十分把握できていない。

② 費用対効果があがるよう国として指導すべき。

③ これまでの成果を踏まえ、事業毎の取組の比重を変えるなど考える

姿勢が必要。

④ 制度一般の啓発やサービス利用にかかるPRは、この事業で行 うの

は不適切。

⑤ 国保連合会介護給付適正化システムの活用を促すとともに、効果的

事業を中心に再構築すべき。

といった指摘を受けたところ。こうした指摘事項も踏まえ 「介護給付適

正化計画検証・見直し等事業」の中で、これまでの適正化事業実施状況

の把握を行った。

(3)「介護給付適正化計画検証・見直 し等事業」の結果等について

○ 介護給付の適正化計画においては、平成 20年度から平成 22年度ま

での 3年間を強化期間と位置付けてお り、最終年度にあたる今年度は、
これまでの実施状況等を把握 し、平成 23年度以降の計画、事業内容、

目標等を定めるにあたり、都道府県、保険者の協力を得て 「介護給付適

正化計画検証・見直し等事業」を実施 した。その結果、

① 主要 5事業の中では、他の事業に比べ 「縦覧点検・医療情報 との突

合」が目に見えて費用対効果が高い。なお、国保連合会に委託 した場

合は、費用対効果がさらに高くなる傾向にある。

② 介護給付費通知は、実施保険者数、発送部数、発送月数 ともに増加

している。費用対効果は比較的低い事業ではあるが、事業所に対する

牽制効果が期待できる、継続すること自体に意味がある等の理由によ

り、当事業を重要視する保険者も多数、見受けられる。

③ 都道府県で独 自の適正化事業マニュアル (ケ アプラン点検マニュア

ル、医療情報 との突合マニュアル等)を作成 し、保険者に配布するこ

とによつて、実施率が向上 した。

といつたことが明らかとなった。また、都道府県や保険者からは以下の

ような提案・意見等をうかがつている。

ア 都道府県からの提案・意見等

① 大きく方針を変更するのではなく、引き続き主要 5事業を重点的に

実施 し、市町村の限られた人員で効率的・効果的に実施できるような

方法を確立して事業の質を高めることが望ましい。

② 医療情報 との突合や縦覧点検など金銭的な効果が明確な事業につい

て重点化すべき。

イ 保険者からの提案・意見等

① 国保連 との連携を強化 し、縦覧点検、医療情報 との突合等の業務委

託をさらに促進 してほしい。

② 介護保険事業計画と一体的に取 り組む方が効率的になるのではない

か 。
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また、都道府県に対 しては、国保連合会介護給付適正化システムにつ

いて具体的な操作方法等の研修会の開催を希望する、といつた意見もあ
つたところである。

(4)平成 23年度以降の適正化事業について

○ 平成 23年度以降の適正化事業については、上記の行政事業 レビュー

の指摘及び 「介護給付適正化計画検証・見直 し等事業」の検証結果を踏
まえ、各都道府県において次期介護給付適正化計画を策定いただく予定
である。追って国から次期計画にかかる指針をお示 しすることとしてお
り、 指針には、

① 必ず しも主要 5事業の一律 100%実 施を求めるのではなく、具体
的な目標については都道府県、保険者の状況に応 じた日標設定とする
とともに、質的向上を図る観点から点検の実施率、月数、回数等、よ

り工夫を凝 らした内容を検討。
② 将来的には主要 5事業を全て実施することが望ましいが、未実施の

事業がある場合は他の事業に比べ費用対効果が明らかである縦覧点検、
医療情報との突合を優先的に実施。

③ 介護保険事業計画と一体的に取 り組む方が効率的との意見を踏まえ、
4か年 (平成 23年度から26年度まで)の計画期間とする。 (介護
保険事業計画に合わせた期間)た だし、中間年には必要に応 じて検証
を行い見直 しをすることも想定。

④ 制度の啓発やサービス利用にかかる広報 0周知を行 うのは不適当と
の指摘を受け、適正化事業に直接関わりのある周知・広報の実施。

⑤ 主要 5事業に加え、国保連合会介護給付適正化システムを利用 した
「給付実績の活用」について、費用対効果も期待できるため実施を促
進。

⑥ 介護給付適正化事業に有効な情報が提供 されている、国保連合会介
護給付適正化システムを十分に活用できていない保険者を対象 とした
システム活用にかかる研修会や参考事例の情報提供の充実、国保連合
会への委託の推進。

等の事項を盛 り込む予定である。この指針を受け、各都道府県において
は、より効果的・効率的な適正化事業に向けて次期計画等を定め、一層
の介護給付適正化の推進を図られたい。

(5)介護給付適正化推進特別事業について
○ 平成 23年度においては、平成 22年度の 「介護給付適正化計画検証

・見直 し等事業」並びに国保中央会体向け補助であつた 「適正化関連独
自事業実施等連合会の支援」を廃止 し、新たに 「介護給付適正化推進特
別事業」を創設 した。               ・

事業内容 としては、
① 目に見えて効果がある 「縦覧点検・医療情報 との突合」事業につい

て、実施月数の拡大等による更なる推進

② 都道府県と国保連合会との連携による、管内保険者に対する国保連
合会介護給付適正化システム活用にかかる研修等
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③ 事業所への牽制効果があると考えられる 「介護給付費通知」事業等、

効果的、先駆的な適正化事業の実施

等を予定してお り、実施主体である保険者 と一体となって協力 しながら、

国保連合会への委託も含め効果的・効率的な事業の推進を図るため、積

極的に活用願いたい。

なお、事業の詳細については、成案を得 しだい別途お示 しする。

【参考】

給付適正化推進特別事業の概

(平 成22年 度予算額)     (平 成23年度予算額 (案 ))

(   一   千 円 ) →  85, 728千 円

※ 平成 22年度 「適正化計画検証・見直 し等事業」及び「適正化推

進等経費」中の「適正化関連独自事業実施等連合会の支援」を廃止・

組み替え

1.目 的

本事業は、都道府県、保険者及び国保連が行 う介護給付適正化関連事業

の一層の推進を図るため、都道府県に所要の経費を助成することにより、

持続可能な介護保険制度の構築に資することを目的とする。

2.事業内容

(1)効果があると考えられる事業への支援事業

縦覧点検、医療情報 との突合事業をさらに推進

(2)効 果に繋がる事業

保険者等に対する適正化システム関連等の研修会を実施

(3)そ の他適正化効果があると考えられる事業

地域の実情に応 じて都道府県、保険者、国保連が協議 し効果的、先

駆的事業の実施を支援。

3.実施主体

都道府県

4.負担割合

国 10/10
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3.社会福祉法人等による生計困難者に対する介護保険サー ビスに係る利用者負担額

軽減制度事業について

(1)事業実施率の向上

本事業は、介護保険サービスを提供する社会福祉法人等が生計困難者の利用者

負担を軽減する場合、国、都道府県及び市町村がその費用の一部を助成する事業

である。

また、所得の低い方が介護保険サービスを利用 しやす くする観点から効果的で

あり、本事業は、社会保障審議会介護給付費分科会においても「国、自治体、社

会福祉事業の主たる担い手たる社会福祉法人は、低所得者もユニット型施設に入

所できるよう、実施率 100%を 目標に、その推進方策について検討すべき」との

審議 とりまとめ (「一部ユニッ ト型施設の基準等に関する審議 とりまとめ」平成

22年 9月 21日 社会保障審議会介護給付費分科会)が なされている。

あくまで、本事業は、社会福祉法人の主体的な取 り組みに基づ く任意事業では

あるが、所得の低い方への支援策 として重要な役害Jを果たしてお り、全ての地域

において本事業が利用できるよう、管内の市町村及び社会福祉法人に実施 してい

ただくことを目標に、一層の事業の推進について働きかけをお願いしたい。

※ 現在、静岡県では、全ての社会福祉法人 (事業所)が本事業を実施している。その

実施に向けた取り組みとしては、主に、①県内の事業者団体に協力を依頼、②県内市

町の協力の下、文書や電話のみならず個別の法人訪間による働きかけを実施、③本事

業を実施した場合の法人負担額のシミュレーションを示す、などが挙げられる。

なお、昨年の厚生労働省の事業仕分けにおいて、「個々の施設において利用者

負担軽減事業の実施の有無がわかるようになつているのか」とい う指摘がされて

お り、本事業の周知のみならず、介護サービス情報の公表制度は個々の施設にお

ける本事業の実施状況を確認できることとなっているので、「利用者の利便性の

向上」の観点から、情報公表制度の周知も図られたい。

また、担当ケアマネジャー等のア ドバイスを契機に本事業を利用することも多

いことに鑑み、居宅介護支援事業者及びその関係団体等へ再度の周知をお願い し

たい。

(2)生活保護受給者の個室の居住費に係る軽減事業の拡大

本事業は生活に困窮する者の利用者負担を軽減する事業であるが、生活保護受

給者については対象 とされていない。

また、生活保護制度においては、

① 介護保険施設の居室の うち、多床室が大半を占めると考えられること

② 居住費の負担が求められること

などから、生活保護受給者のユニット型施設への入所については、当面、居住費
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の利用者負担分について、生活保護費で対応 しなくても入所が可能な場合等に限

定することとされている。

しかし、今般、社会保障審議会介護給付費分科会の審議 とりまとめにおいて、

「 (本制度により)生活保護受給者 も、ユニッ ト型施設への入所が可能 となるよ

う、支援制度のあ り方について検討すべき」 との意見が出されたところであ り、

平成 23年度から、生活保護受給者の個室の居住費 (シ ョー トステイの滞在費を

含む。)に係 る利用者負担額について、本事業の軽減対象に含めることとする。

(対象サービス)

介護福祉施設サービス、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、短期入所

生活介護、介護予防短期入所生活介護

今般の改正内容

(現   在

0%

(ユニット型個室の例)

) (改 正 後

100%

姜

生 活 保 護 受 給 者

に 係 る 軽 減 割 合

―

夕咽

2 4ア弄ヨ

輻

蝉

届誓裏島助

―

｀

な 俗軸 護鎮
・

届躊

鯉 場 幽 な わ ッ幽 瞳 線

月にぎれ  ヽ|  ・・ ‐

Z
鰊

ナ ゼ 寿 鼎 斗

(1. 5万 Pり

f¥彗 (0 9用

涯ヨ宮妻ミ(2. 5用

姜

【イカ自

'k】

※ 詳細は、別添の 「低所得者に対する介護保険サービスに係る利用者負担額の軽減制度の実施に

ついて」 (平成 12年 5月 1日 老発第474号 厚生省老人保健福祉局長通知)の通知案を参照。

(参考 1)

介護給付費分科会報告 (平成 22年 9月 21日 )

「一部ユニ ッ ト型施設の基準等に関す る審議の とりま とめ」 (抄 )

2.ユニット型施設の推進方策の強化

(4)ユニット型施設入居者に係る低所得者対策について

① 現在行われている社会福祉法人等による生計困難者に対する介護保険サービスに係

る利用者負担額軽減制度について、国、自治体、社会福祉事業の主たる担い手たる社会

福祉法人は、低所得者もユニット型施設に入所できるよう、実施率 100%を 目標に、

その推進方策について検討すべきである。

申 こ興供‐100%羽翻職ゞ ]れ
慰 ぬ 螢 鴨 醸 降 鍾 壼 ット者聖脂誦霞ンヽOD

ス詭
―

     ・ 
・
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② 生活保護制度において、生活保護受給者のユニット型施設への入所に関しては、介護

保険施設の居室のうち、多床室が大半を占めると考えられること、居住費の負担が求め

られることなどから、生活保護受給者以外の低所得者の方との公平性に鑑み、当面、一

定の要件に該当する場合に限定されている。

国、自治体、社会福祉法人は、①の制度により、生活保護受給者もユニット型施設ヘ

の入所が可能となるよう、支援制度のあり方について検討すべきである。その際、老健

局においては、社会・援護局と密接に連携をとりつつ、その実現に向けて取 り組むべき

である。

(参考 2)
「介護保険制度見直 しに関す る意見書」 (抜粋 )

(平成 22年 10月 26日 ・全国社会福祉施設経営協議会か ら介護保険部会長あて)

1.低所得者対応の一層の推進

全国社会福祉施設経営者協議会では、現在、介護保険事業を実施 している会員法人にお

いて低所得者に対する社会福祉法人減免の 100%実施に向けた取 り組みを推進 していま

す。

このような取 り組みは、社会福祉法人にあつて本来果たすべき役割であり、義務化によ

らず担 うべき事業であるものと考えます。

さらに、今般、社会保障審議会介護給付費分科会においても、生活保護受給者のユニッ

ト型特養への入所について検討が進められてお りますが、本会 としては従前の減免に加え

さらなる取 り組みを積極的に推進するためにも以下のついて配慮を求めるものです。

《社会福祉法人の取 り組み として》

○ 全国社会施設経営者協議会は、社会福祉法人減免の 100%実施を目指す。その上で、

社会福祉法人による減免の取 り組みの拡充を図るため、現在の市町村関与の下で行 う社

会福祉法人減免に加 え、地域や、生活保護受給者を含む低所得者等の入所希望者の状況

に即 して、法人が独 自に減免することを認めていただきたい。

(3)そ の他

本事業については、平成 21年 4月 の介護報酬改定による利用者負担の急激な増加

を抑えるため、平成 21年 4月 1日 から平成 23年 3月 31日 までの間、軽減の程度

を 3%引 き上げる経過措置を行ってきたところであるが、平成 23年度より当該経過

措置は適用 されないこととなるので留意 されたい。

本経過措置の終了によリサービス利用時の支払額に変更が生 じることとなるため、

支払時に支障の生 じないよう、対象者及び実施法人への周知等に配慮 されたい。また、

新たな認定が行われるまでの間、既に交付 された認定証の軽減割合を読み替えて適用

する等の場合には、書面等の方法により確実な周知等を図 られるようお願い したい。
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01添 2)

社会福祉法人等による生計困難者等に対する介護保険サービスに係る

利用者負担額軽減制度事業実施要綱

目的

低所得で生計が困難である者及び生活保護受総務について、介護保険

サービスの提供を行う社会福祉法人等が、その社会的な役割にかんが

み、利用者負担を軽減することにより、介護保険サービスの利用促進を

図ることを目的とするものである。

実施主体

(略 )

実施方法

1)(略 )

3

(

(略 )(2)

暢 1添 2)

社会福祉法人等による生計困難者に対する介護保険サービスに係る

利用者負担額軽減制度事業実施要綱

目的

低所得で生計が困難である者について、介護保険サービスの提供を行

う社会福祉法人等が、その社会的な役割にかんがみ、利用者負担を軽減

することにより、介護保険サービスの利用促進を図ることを目的とする

ものである。

実施主体

市町村

3 実施方法

(1)利用者負担の軽減を行おうとする社会福祉法人等は、当該法人が介

護保険サービスを提供する事業所及び施設の所在地の者「道府県知事

及び保険者たる市町村の長に対してその旨の申出を行う。

(2)軽減の対象となる費用は、法に基づく訪間介護、通所介護、短期入

所生活介護、夜間対応型訪間介護、認知症対応型通所介護、小規模多

機能型居宅介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護

福祉施設サービス、介護予防訪間介護、介護予防通所介護、介護予防

短期入所生活介護、介護予防認知症対応型通所介護、介護予防小規模

多機能型居宅介護に係る利用者負担額並びに食費、居住費 (滞在費)

及び宿泊費に係る利用者負担額とする。
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(3)軽減の対象者は、市町村民税世帯非課税であつて、以下の要件の全

てを満たす者のうち、その者の収入や世帯の状況、利用者負担等を総

合的に勘案し、生計が困難な者として市町村が認めた者及び生活保護

費総者とする。

① 年間収入が単身世帯で 150万 円、世帯員が 1人増えるごとに 5

0万円を加算した額以下であること。

② 預貯金等の額が単身世帯で350万円、世帯員が 1人増えるごと

に100万円を加算した額以下であること。

③ 日常生活に供する資産以外に活用できる資産がないこと。

④ 負担能力のある親族等に扶養されていないこと。

⑤ 介護保険料を滞納していないこと。

(4)市町村は、原則として、利用者の申請に基づき対象者であるか決定

した上で、確認証を交付するものとし、申出を行つた社会福祉法人等

は、確認証を提示した利用者については、確認証の内容に基づき利用

料の軽減を行う。

なお、旧措置入所者で利用者負担割合が5%以下の者については、

軽減制度の対象としないが、ユニット型個室の居住費に係る利用者負

担額については軽減の対象とする。また、生活保護受給者につしヽては、

個室の層住費に係るXll用者負担機について軽減の対象とする。

(5)軽減の程度は利用者負担の4分の 1(老齢福祉年金受給者は2分の

1)を原則とし、免除は行わない。申請者の収入や世帯の状況、利用

者負担等を総合的に勘案して、市町村が個別に決定し、確認証に記載

特に指定地域密着型介護老人福祉施設及び指定介護老人福祉施設

においては、平成 17年 10月 より食費及び居住費について介護保険

の給付の対象外とされたことを踏まえ、食費及び居住費に係る利用者

負担を含めて軽減を行うものとする。

(3)軽減の対象者は、市町村民税世帯非課税であって、次の要件の全て

を満たす者のうち、その者の収入や世帯の状況、利用者負担等を総合

的に勘案し、生計が困難な者として市町村が認めた者とする。

① 年間収入が単身世帯で 150万円、世帯員が 1人増えるごとに5

0万円を加算した額以下であること。

② 預貯金等の額が単身世帯で350万円、世帯員が 1人増えるごと

に100万円を加算した額以下であること。

③ 日常生活に供する資産以外に活用できる資産がないこと。

④ 負担能力のある親族等に扶養されていないこと。

⑤ 介護保険料を滞納していないこと。

(4)市町村は、原則として、利用者の申請に基づき対象者であるか決定

した上で、確認証を交付するものとし、申出を行つた社会福祉法人等

は、確認証を提示した利用者については、確認証の内容に基づき利用

料の軽減を行う。

なお、生活傑麟愛総機及び旧措置入所者で利用者負担割合が5%以

下の者については、軽減制度の対象としないが、1圏 措置入所者で和1用

者負担害4合 が 30/c以 下の警であってもユニット型個室の居住費に係

る利用者負担額については軽減の対象とする。

(5)軽減の程度は、利用者負担の4分の 1(老齢福祉年金受給者は2分

の 1)を原則とし、免除は行わない。申請者の収入や世帯の状況、利

用者負担等を総合的に勘案して、市町村が個別に決定し、確認証に記
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するものとする。

金額とする。

(6)(略 )

留意事項

(略 )

ただし、生構保護費総者について|ま 、申1用機負捜の 載するものとする。

(6)市町村による助成措置の対象は、社会福祉法人等が利用者負担を軽

減 した総額 (助成措置のある市町村を保険者とする利用者負担に係る

ものに限る。)の うち、当該法人の本来受領すべき利用者負担収入 (軽

減対象となるものに限る。)に対する一定割合 (おおむね 1%)を超

えた部分とし、当該法人の収支状況等を踏まえ、その 2分の 1を基本

としてそれ以下の範囲内で行うことができるものとする。

なお、指定地域密着型介護老人福祉施設及び指定介護老人福祉施設

に係る利用者負担を軽減する社会福祉法人等については、軽減総額の

うち、当該施設の運営に関し本来受領すべき利用者負担収入に対する

割合が 10%を超える部分について、全額を助成措置の対象とするも

のとする。

なお、この助成額の算定については、事業所 (施設)を単位として

行うこととする。

4 留意事項

(1)別 添 1の事業との適用関係については、まず、これらの措置の適用

を行い、その後、必要に応じて、本事業に基づく社会福祉法人等によ

る利用者負担の軽減制度の適用を行うものとする。

(2)介護保険制度における高額介護サービス費及び高額介護予防サービ

ス費並びに高額医療合算介護サービス費及び高額医療合算介護予防

サービス費との適用関係については、本事業に基づく軽減制度の適用

をまず行い、軽減制度適用後の利用者負担額に着目して支給を行うも

のとする。

その際、高額介護サービス費及び高額介護予防サービス費との適用
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関係については、指定地域密着型介護老人福祉施設、指定介護老人福

祉施設及び小規模多機能型居宅介護を利用する利用者負担第二段階

の者のサービス費に係る利用者負担について、高額介護サービス費の

見直しにより、本事業に基づく軽減を上回る軽減がなされることにな

ることから、事業主体の負担に鑑み、当該部分について本事業の軽減

の対象としないこととして差 し支えない。

また、介護保険制度における特定入所者介護サービス費及び特定入

所者介護予防サービス費との適用関係については、特定入所者介護サ

ービス費及び特定入所者介護予防サービス費の支給後の利用者負担

額について、本事業に基づく軽減制度の適用を行うものとする。

(3)事業主体については、この取扱いが、あくまで事業主体に負担を求

めるものであることから、市町村又は社会福祉法人が実施することが

基本であるが、市町村内に介護保険サービスを提供する社会福祉法人

が存在していない地域等においては、当該市町村の判断により、社会

福祉事業を経営する他の事業主体においても利用者負担の軽減を行

い得るものとする。なお、その場合には、都道府県と協議するものと

する。

(4)平成 17年 10月 より居住費・食費については介護保険の給付の対

象外とされたことから、低所得者に対する十分な配慮が不可欠となつ

ている。したがつて、本事業は、すべての市町村において実施するこ

とが必要となるものであり、市町村は、指定地域密着型介護老人福祉

施設及び指定介護老人福祉施設について、全ての社会福祉法人がこの

事業に基づく軽減制度を実施するよう働きかけるものとする。
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(商1株 ) 5 平成 21年 4月 の介護報酬改定に伴 う特例措置

(1)目 的

王逮2J年 4月 の介護報酬改定 (以下「報酬改定」という。)は、介

護従事者の処遇を改善することを目的としているが、この報酬改定に

伴い、利用料も上昇することとなる。このため、本事業に基づく対象

者につしヽて経過措置として、3(5)の軽減の程度を拡大することに

より、利用者負担の急激な増加を抑えることとする。

(2)実施方法等

①本経過措置の対象

3(2)中法に基づく訪問介護、通所介護、短期入所生活介護、夜間

対応型訪間介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護福祉施設サービ

ス、介護予防訪間介護、介護予防通所介護、介護予防短期入所生活介

護、介護予防認知症対応型通所介護、介護予防小規模多機能型居宅介

護に係る利用者負担額とする。

②軽減の程度

3(5)中 「4分の 1」 とあるのは、「28%」 と、「2分の llと

あるのは「53%」 と読み替えることとする。

(3)実施期間

平成 21年 4月 1日 から平成 23年 3月 31日 までとする。

―

る

０
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※ お示 しした案は現段階の案であり、今後変更があり得る。




